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15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳
総数 2,232 3,181 3,652 4,730 6,914
男性 1,881 2,236 2,979 4,269 6,683











































































































































































































































































































































































































































































































































































































20~34歳 9.1 10.1 10.6 16.4
35~49歳 13.8 15.2 16.4 18.8
50~64歳 28.0 30.7 31.4 12.1










開始前の 5 年間ではマイナスの相対的利益率であったが、開始後の 5 年間
ではプラスの値を示す傾向がみられたという。これは、企業が健康経営を



































TOPIXを上回った。さらに、2015－2018年の 4 年連続で選定された 6 銘
柄に限ると、26銘柄の平均よりも株価が上回ったことが判明した。
図表10：健康経営銘柄に選定された企業の株価の推移
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